
令和５年度６月補正予算案

主 要 事 項 説 明 資 料

商 工 労 働 観 光 部



商工労働観光部

1 ＬＰガス・特別高圧電力価格高騰対策費 産業労働総務課

2 貨物自動車運送事業者等経営改善支援事業費 産業労働総務課

3 金融・経営一体型支援体制強化事業費 中小企業総合支援課

4 地域商業活性化支援事業費 中小企業総合支援課

5 公衆浴場経営改善支援事業費 中小企業総合支援課

6 伝統産業事業継続支援事業費 染織・工芸課

7 京都リカレント教育推進プラットフォーム強化事業費 労働政策室

8 地域公共交通利用・府域周遊促進モデル事業費 観光室
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令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 ＬＰガス・特別高圧電力価格高騰対策費
新規・

継続の別
新 規

予 算 額 １，８５０，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

1,850,000 － － －

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  電力・ガス等のエネルギー価格が高騰する中、ＬＰガス・特別高圧電力につ

いては国の直接的な負担軽減策がなく、利用者の負担が増加していることから、

中小企業等の経営効率化の取組を支援するとともに、消費者向けの負担軽減の

取組を実施する。

２ 事業内容

（１）ＬＰガス・特別高圧電力利用事業者経営改善支援事業費

900,000 千円

ＬＰガス利用者 特別高圧電力利用者

対 象 者 中小企業等

対象事業 省エネ機器やシステム導入等の経営効率化の取組

補 助 率 ３／４

補助上限 200 千円 1,000 千円

（２）ＬＰガス価格高騰対策費               950,000 千円

対 象 者
ＬＰガスの供給を受ける消費者

（販売事業者を通じてＬＰガス料金を軽減）

支 援 額 １契約当たり上限 3,000 円

担当課

担当名
産業労働総務課 企画調整係 課･担当電話番号 075-414-4819

商工労働観光－１



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 貨物自動車運送事業者等経営改善支援事業費
新規・

継続の別
継 続

予 算 額 ３９０，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

390,000 － － －

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  燃料費高騰の影響を受ける府内の貨物自動車運送事業者等の事業継続を図る

ため、経営効率化の取組を支援する。

２ 事業内容

対象者
貨物自動車運送事業を営む者又は貨物自動車運送事業を営む

者と連携して経営効率化に取り組む物流事業者

対象事業 省エネ機器やシステム導入等の経営効率化の取組

補助率 ３／４

補助上限
1,000 千円（※）

※連携事業の場合、事業者数×1,000 千円(最大５社)

担当課

担当名
産業労働総務課 企画調整係 課･担当電話番号 075-414-4819

商工労働観光－２



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 金融・経営一体型支援体制強化事業費
新規・

継続の別
継 続

予 算 額 ２４０，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

240,000 － － －

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  金融機関、経営支援団体が一体となって、物価高騰等の影響により厳しい経

営環境にある中小企業等の経営改善や事業再構築を支援する。

２ 事業内容

金融と経営の一体型支援を推進する中小企業応援隊の支援ツールとして、

「WITH コロナ・POST コロナチャレンジ補助金」を活用し、中小企業の経営安定

と成長をサポートする「ステップアップ枠」とビジネスモデル転換等を支援す

る「チャレンジ枠」により個々の企業の状況に応じたきめ細かい支援を実施

【WITH コロナ・POST コロナチャレンジ補助金の概要】

ステップアップ枠 チャレンジ枠

対 象 者
小規模

企業者等

中小

企業者

小規模

企業者等

中小

企業者

補 助 率 ２／３ １／２ ２／３ １／２

補 助 上 限 ２０万円 ３０万円 ６０万円 ８０万円

担当課・担当名 中小企業総合支援課 金融・経営支援係 課･担当電話番号 075-366-4357

商工労働観光－３



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 地域商業活性化支援事業費
新規・

継続の別
継 続

予 算 額 ２００，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

200,000 － － －

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

物価高騰により消費者の買い控えの影響を受ける商店街等の売上回復に向け

た消費喚起を図るための取組を支援する。

２ 事業内容                     

対象事業 プレミアム付き商品券の発行に係る経費

・商品券のプレミアム分

・事務費（印刷代、広告料等）

対象者 商店街振興組合、商工会、商工会議所等

補助率 ２/３

補助上限 １０，０００千円

担当課・担当名 中小企業総合支援課  商業支援係 課･担当電話番号 075-342-0303

商工労働観光－４



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 公衆浴場経営改善支援事業費
新規・

継続の別
新 規

予 算 額 ５０，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

50,000 － － －

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  エネルギー価格高騰により、厳しい経営環境にある公衆浴場を経営する中小

企業等の経営効率化を図るため、魅力向上・集客力アップのための経営改善の

取組を支援する。

２ 事業内容                      

対象者 府内の公衆浴場を経営する中小企業等

補助率 ３／４

補助上限 ５，０００千円

対象経費 京都府中小企業団体中央会の伴走支援を受けて取り組む、経

営改善や新たなビジネスモデル構築に向けた取組に係る経

費

担当課・担当名 中小企業総合支援課 金融・経営支援係 課･担当電話番号 075-366-4357

商工労働観光－５



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 伝統産業事業継続支援事業費
新規・

継続の別
継 続

予 算 額 ３４，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

34,000 ― ― ―

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  原油価格の高騰等により、電力・ガス等のエネルギー価格が値上がりしたこ

とに伴い、伝統産業の産地組合等の事業継続に大きな影響を与えていることか

らエネルギー価格の負担を軽減し、地域産業の事業継続を支援する。

２ 事業内容

対 象 者

電力・ガス・重油等のエネルギーを大量に使用して事

業を行う伝統産業の産地組合等

※存続危惧工程（蒸水洗工程、織物精練工程）等に係

る産地組合に限る。

対 象 経 費 生産・加工工程に要する電力・ガス・重油等の燃料費

支 援 額
前々年同月の燃料費から 10％以上高騰した月の燃料

費のうち、高騰分の全額

補 助 上 限 各月上限 3,000 千円

担当課・担当名 染織・工芸課  産地再構築推進係 課･担当電話番号 075-414-4856

商工労働観光－６



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都リカレント教育推進プラットフォーム強化事業費
新規・

継続の別
継続（一部新規）

予 算 額 ２６，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

26,000 － － －

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  京都府リカレント教育推進機構の体制を強化するとともに、新たな研修プロ

グラムの開発支援等によりオール京都のリカレント教育を更に推進する。

２ 事業内容

（１）京都府リカレント教育推進機構の体制強化

・幅広い分野のニーズに対応するため、産業支援機関等を追加し体制を拡充

・機構内に新たに研修プログラム検討会を設置

（２）ニーズを捉えた効果的な研修プログラム開発等への支援（新規）

・産業界等が求める人材ニーズ及び大学等各団体が有するリソース調査の実施

・調査結果を踏まえた研修プログラム開発のための研修プランナー等の配置、

同プログラムと企業や受講者との最適なマッチングの実施

・「京都リカレントフォーラム 2023（仮称）」の開催やポータルサイトによ

る広報・周知

担当課・担当名 労働政策室 労働政策企画係 課･担当電話番号 075-414-5550

商工労働観光－７



令和５年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 地域公共交通利用・府域周遊促進モデル事業費
新規・

継続の別
新 規

予 算 額 １０，０００千円

国 庫 起 債 その他 一般財源

－ － － 10,000

事 業 内 容

目  的

対   象

方 法 等

１ 趣  旨

  

観光地の過度な混雑の解消や環境への配慮により、「持続性の高い観光」を

実現するため、公共交通機関を利用した府域周遊を促進する取組を実施する。

２ 事業内容

・位置情報アプリを活用した府域周遊観光イベントを開催

・公共交通機関及び府内観光施設等でのスタンプ取得により、抽選で府内産品

等を贈呈

担当課・担当名 観光室  観光企画係 課･担当電話番号 075-414-4854

商工労働観光－８


